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有料老人ホーム（未届け等）防火対策緊急整備支援事業補助要綱
   　　　　　　　　　　                                                                                                                                     　 ２１福保高施第６７９号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年９月１０日
１　目　　的　
　　この要綱は、有料老人ホームに該当しうる施設及び老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する有料老人ホーム（以下「有料老人ホーム等」という。）に対し、消防法施行令の一部を改正する政令（平成１９年政令第１７９号）及び消防法施行規則の一部を改正する省令（平成１９年総務省令第６６号）施行に伴い、設置が義務付けられた防火設備等の設置に要する経費の一部を予算の範囲内において補助することにより、有料老人ホーム等における防火安全対策の強化および促進を図ることを目的とする。
２　補助対象事業
　　この補助金は、有料老人ホーム等が防火設備等を設置する事業を補助対象とする。ただし、国又は地方公共団体が設置する施設（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により指定管理者が管理するものを含む。）を除く。
３　補助内容
　　補助対象とする防火設備は以下のとおりとする。　
（１）スプリンクラー設備

（２）消防機関へ通報する火災報知設備
（３）自動火災報知設備

（４）図面作成など設備工事に当たって付随する経費

（５）その他消防機関の指摘等により改修を要する設備

なお、原則として（１）は必ず設置することを基本とする。
４　補助基本額
　１か所当たり４７０万円
５　補助金交付額

 　 この補助金の交付額は、４の補助基本額と対象経費の実支出額（その事業に係る総事業費から寄附　金を除くその他の収入額を控除した額）を比較して少ない方を交付額とする。なお、算出された額に　１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。
６　交付申請

この補助金の交付を受けようとする者（以下『申請者』という。）は、補助金交付申請書（別紙様式１）に必要な書類を添付して、別に定める期日までに知事に提出することとする。
７　交付決定等
（１）　知事は、交付申請のあった事業について適当と認める場合は、１０の条件を付して補助金の交付を決定し、申請者に通知する。
（２）　知事は、交付申請のあった事業について適当と認められない場合は、不交付決定をし、申請者に通知する。
８　交付時期
　　この補助金は、１０の（１４）により補助金の額が確定した後、補助金の交付決定を受けた者（以下『補助事業者』という。）の請求に基づき交付する。
９　補助金の請求
　　補助事業者が交付決定を受けた補助金を請求するときは、請求書（別紙様式３）による。
１０　補助条件
　　知事は、この補助金の交付に当たっては、次の条件を付するものとする。
（１） 申請者が、補助協議時において有料老人ホームに該当しうる施設の場合、申請日時点において都が有料老人ホームとしての老人福祉法の届出を受理している施設であること。
（２） 原則として運営事業者が建物の所有権又は賃借権を有すること。

（３） 設置に当たっては、建築基準法、消防法等関係法令に抵触することのないよう関係部署と十分協議をすること。
（４） この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄附金配分金又は日本自転車振興会、日本小型自転車振興会若しくは日本船舶振興会などの民間補助金の交付を受けてはならない。
（５） 補助事業者は補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（６） 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。
（７） 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、別に定める「老人福祉施設及び介護保険施設の整備費補助等に係る契約手続基準」に準じること。
（８） 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、「補助事業により取得した財産の処分制限期間（平成２０年７月１１日厚生労働省告示第３８４号）」に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
（９） 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合は、消費税仕入控除税額報告書（別紙様式４）により知事に報告しなければならない。
なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上げ割合等の申請内容に基づき報告を行うこと。
この場合において、知事が当該仕入控除額の全部又は一部の納付を命じたときは、補助事業者はこれを都に納付しなければならない。
（１０） 補助事業者が、知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を都に納付させることがある。
（１１） 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運用を図らなければならない。
（１２） 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しなければならない。
（１３） 補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しないまま補助金の交付の決定に係る会計年度が終了したとき、又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、それらの事実があったときから１０日以内に事業実績報告書（別紙様式２）に必要書類を添付して知事に提出しなければならない。
（１４） 知事は、（１３）の実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。
（１５） 知事は、補助事業が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、これに適合させるための処置を取るべきことを補助事業者に命ずることができる。
（１６） 補助事業者が、次の一に該当した場合は、知事は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
イ 補助金を他の用途に使用したとき。
ウ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件、その他法令に基づく命令に違反したとき。
（１７） （１６）の規定により知事が補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助事業者はその額を返還しなければならない。
（１８） （１６）の規定により、補助事業者が補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消され、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。
（１９） 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。
（２０） 他の補助金等の一時停止等補助事業者が、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他の同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを相殺するものとする。
１１　協　議
　　この補助金を受けようとする補助事業者は、別紙協議書により事業計画について東京都知事に協議しなければならない。
１２ その他
　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付については、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。
　附　則

１　この要綱は、平成２１年６月５日から施行する。
